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はじめに

国立大学の独立行政法人化について検討してきた文部科学省は、「独立行政法人通則法」の基本

的枠組みのなかで、国立大学の「国立大学法人 (仮称)」 (以下、国立大学法人)の移行への骨格を

ほぼ固めた。文部科学省に設置された「国立大学等の独立行政法人化に関する調査検討会議」は、

1年 7ヶ 月の審議を経て平成14年 3月 26日 に最終報告「新しい『国立大学法人』像について」 (以

下、「国立大学法人像」)を正式発表した。今後、この最終報告を前提に法案を作成し、平成15年は

じめの通常国会での法律の制定を経て、平成16年 4月 から国立大学の国立大学法人への一斉移行が

予定されている。

国立大学の法人化に関する審議過程の最終局面において決定的方向付けを与えたのが、平成13年

6月 11日 に文部科学省が公表した「大学 (国立大学)の構造改革の方針」いわゆる遠山プランであ

る。経済財政諮問会議への報告として提示された遠山プランは、「大学の構造改革なくして日本の

発展と再生はない」との認識のもとに、①国立大学の再編・統合 (ス クラップ・アンド・ ビルドで
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活性化)、 ②民間的な経営手法を導入した「国立大学法人」への移行 (新しい「国立大学法人」に

早期移行)、 ③第二者評価による競争原理を導入 (国公私「 トップ30」 を世界最高水準に育成)の

3つの基本方針を示した。この改革方針は、遠山プランの前月に公表された経済産業省の「新市場・

雇用創出に向けた重点プラン」いわゆる平沼プランとも絡んで、経済財政構造改革の一環として大

学改革を位置づけており、従来の国立大学を対象とした行政改革に加えて、産学官連携の強化によ

る経済活性化への貢献機能を大学に強く求めるものであった。

6月 27日 の調査検討会議の事務局案「中間報告のとりまとめの方向 (案 )」 はそうした遠山プラ

ンの改革内容を色濃く反映した。この事務局案をめぐって、大学をはじめ各界から多くの批判が寄

せられたが、調査検討会議は、事務局案の基本的内容を維持しつつ、 8月 9日 に「新しい『国立大

学法人』像について (中間報告)(案)～民間的発想の経営手法を導入した新しい『国立大学法人』

への移行～」、 9月 6日 に「新しい『国立大学法人』像について (中間報告)(案 )」 を示し、 9月

27日 には中間報告を正式発表した。平成14年 3月 の最終報告「国立大学法人化像」は、そこで国立

大学協会や国立大学等の意見に応じて若干の修正が施されているとはいえ、中間報告の改革案と比

べて基本的内容に変わるところはない。それどころか、国立大学の民営化をも視野に入れ、産学連

携のための人的交流を容易化するための教職員の非公務員化までも明確に打ち出している。

ところで、「国立大学法人像」が示す特徴のひとつは、国立大学法人の制度設計のなかに「目標

による管理」の経営手法を導入し、国立大学の教育研究活動を財政資源運用の効率化の側面から業

績評価し、評価に基づく資源の重点配分と競争環境の醸成を通じて、あらたな大学評価のしくみを

構築しようとしたことであり、また、その評価のしくみを機能させるうえで、大学の積極的なアカ

ウンタビリティ (説明責任)を求め、とくに財務情報提供の経営手段として「企業会計方式」を導

入したことにある。そして、その評価のしくみとアカウンダビリティ (説明責任)と を結合し、競

争関係を強化することによって国立大学の再編・統合と構造改革を図ろうとするところに「国立大

学法人像」の大きな特徴がみれるといってよい。しかし、「国立大学法人像」は法人の制度設計の

基本的枠組み 0基本的考え方の「像 (image)」 を提示しているとしても、評価とアカウンダビリ

ティの関係に関してみても、評価の前提となる目標、評価を行うための基準、評価の方法、評価結

果に基づく資源配分等の具体的内容については明言を避け、不確定な言及に留まるところが多い。

しかし他方において、文部科学省は平成16年 4月 の国立大学法人への一斉移行を目指して、法人

制度の法的基礎を確定する根拠法「国立大学法人法」 (仮称)について15年通常国会において法案

成立 (平成15年 1月 に法案提出の予定)す るという政治スケジュールをすでに示してはいる。ただ

し、現時点においてその法案の審議経過、法案のデッサンすら公開されていおらず、根拠法である

「国立大学法人法」(仮称)によって大学評価の法的基礎、具体的内容の概要も知らされないまま、

評価のための情報提供手段としての新会計システムについては、今年の 8月 22日付で独立行政法人
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会計基準を模した「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」(中間報告)」 (以

下、国立大学法人会計基準 (中間報告))と詳細なガイドライン (実務指針)が先行して公表され

るという主客転倒した事態が進行しているのである。

こうした事態と事態の進展についての正確な把握がなされないままに、国立大学は法人化と再編・

統合の強要的緊張によって振りまわされ、手探りの状態での法人化への準備を余儀なくされている。

いま、国立大学は混迷のなかにあるといっても過言でない。そこで本論では、「国立大学法人像」、

「国立大学法人会計基準 (中間報告)」 を手がかりに、調査検討会議の審議資料、先行独立行政法人

の通則法などの法律諸規定等を参考にしつつ、国立大学の法人化によって大学の経営がどのように

変わろうとしているか、またそこにおいて、評価とアカウンタビリティのしくみがどのように構築

されようとしているのかについて整理検討し、国立大学の将来像のできる限り正しい理解とそこに

おける問題点を探ってみたい。

1 「国立大学法人」の制度設計 一マネージメントの視点から一

1-1 国立大学法人の定義

国立大学には平成16年 4月 から国立大学法人への移行が予定されている。では、いうところの

「国立大学法人」とは何か。そもそも、国立大学法人という名称でさえ仮称である。「国立大学等の

独立法人化に関する調査検討会議」の最終報告「国立大学法人像」において、根拠法として「国立

大学法人法」(仮称)ないし「国立大学法」(仮称)の制定が予定されているとはいえ、現時点で法

案の概要すら公表されておらず、その定義も定かでない。しかし、すくなくとも国立大学法人が独

立行政法人化への適用を前提としていることは明らかである枷】。したがって、国立大学法人の定

義を問うとき、独立行政法人を想定することよっておのずとその解答が得られるはずである。

独立行政法人通則法第 2条 1項は、独立行政法人について次のように定義している。

「この法律において『独立行政法人』とは、国民生活及び社会経済の安定等の公共上の見地から

確実に実施されることが必要な事務及び事業であって、国が自ら主体となって直接に実施する必要

のないもののうち、民間の主体にゆだねた場合には必ずしも実施されないおそれがあるもの又は一

の主体に独占して行わせることが必要であるものを効率的かつ効果的に行わせる事を目的として、

この法律及び個別法の定めるところにより設置される法人をいう。」

独立行政法人は、行政改革の一環として、国の遂行する事務及び業務の一部について、法人格を

もたせ、国の関与をできるだけ排除し、弾力的・効果的な業務運営を行わせることによって事務及

び業務の減量化・効率化を図ることを目的に設置された組織体である。国立大学法人も教育研究と

いう業務の特性を踏まえて一定の措置が講じられているものの、基本的にはそれと同じ枠組みにお

―-17-―



経済研究 7巻 2号

いて設置される法人に変わりはない。

【注 1】  「国立大学法人」という名称はもともと、平成12年 3月 に自由民主党の教育改革実施本部・高等教

育研究グループが発表した「提言 これからの国立大学の在り方について」の中で「独立行政法人」に代わっ

て用いられた固有名詞である。ただし、提言の内容は国立大学に国から独立した法人格を与えるにあたり、

独立行政法人通則法をそのまま適用するのでなく、通則法の枠組みを踏まえつつ大学の特性を加味した必要

措置 (調整法又は特例法の形)を講じるとした国立大学の独立行政法人化への反対意見に対する調停案を示

したものにすぎず、「国立大学法人」と名称は変わっても、実体としての内容は「独立行政法人」とほぼ変わ

らないといえるだろう。なお、高等教育研究グループの提言は行革推進本部とすり合わせて、同年 5月の自

由民主党政務調査会「提言 これからの国立大学の在り方について」に引き継がれて公表された。この提言

の中で政務調査会は今後の大学法人化にあたって、運営面での①護送船団方式からの脱却、②責任ある運営

体制の確立、③学長選挙の見直し、④教授会の運営の見直し、⑤社会に開かれた運営の実現、⑥任期制の積

極的導入、⑦大学の運営に配慮した規制緩和を、また、組織面での①様々なタイプの国立大学の並存、②学

部の規則の見直し、③大学院の一層の重点化、④国立大学問の再編統合の推進の必要性を提示したが、遠山

プランを経て文部科学省調査検討会議が今回公表した「国立大学法人像」と比較しても重なる点は極めて多

い。なお、同じ5月 に国立大学長・大学共同利用機関長等会議において、当時の中曽根文部大臣は文部省の考

え方及び今後の方針として、独立行政法人制度は国立大学にも十分適合する制度であり、教育研究の柔軟、

活発な展開が期待され、行政改革にも資すると説明している。

1-2 国立大学法人の業務

国立大学法人の業務については、法人の目的とともに各大学が個々 (個別法)に定めるのではな

く、法人化後の国立大学に共通する一般的規定として法律 (「国立大学法人法」 (仮称)ないし「国

立大学法」 (仮称))に定め、各大学ごとの業務の基本的な内容や範囲を下位の法令 (政令・省令)

等で明確化するとされている。

「国立大学法人化像」によれば、この業務の範囲については、公私立大学との使命や機能の分担

にも十分留意しつつ、国立大学としての目的を達成するために必要な業務は、各大学の自主的な判

断により、できる限り広範に展開できるように配慮しつつ、具体的には、①附属の教育研究施設等

を含め、大学として本来の教育及び研究や、②入学者選抜、学位授与、診療、学生の厚生補導、公

開講座・研究会・講演会等の開催、広報誌の発行など、教育研究に密接に関わるものとして現在す

でに各大学で行われている各種業務のほか、③特許の取得・管理・大学会館の設置・管理、教育研

究費の助成、学術図書の刊行・頒布・援助、奨学金の支給、研究成果の民間への移転事業など、教

育研究に密接に関わるものの、種々の制約から現行では大学自らが実施し難い業務についても、法
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人化に伴い大学の業務として実施できるようにするとしている。

以上のように、国立大学法人の業務の範囲に関しては、現行の①及び②の業務に加えて③の業務

も加わることになる。しかし、それらはあくまで教育研究に関わる業務であってその本来業務と無

関係に自己増殖的に業務を膨張することは認められない。「中央省庁等改革の推進に関する方針」

に従い、独立行政法人の業務等については、国民のニーズとは無関係に自己増殖的に膨張すること

を防止するため個別法令により定められる本来業務及びそれに附帯する業務に限られたが、国立大

学法人についても同等の取扱いが想定される。

1-3 国立大学法人の制度設計

「国立大学法人像」によれば、国立大学等の法人化とは、各大学等が、競争的環境の中で切磋琢

磨することで活性化し、能力・個性を最大限に発揮できるよう、国と国立大学等と社会との三者の

適切な関係を樹立し、各大学等において自主的・ 自律的で活力ある運営体制を確立するための改革

であるとされる。その場合、法人化を契機に、国立大学がどう変わるのか、どのような大学になる

のかという基本的な視点を整理したものとして、「国立大学法人像」が掲げた内容を一覧すれば図

表 1の通りである。

国立大学法人は表 1の視点に基づき制度設計がなされている。いま、そのうち、本稿で検討対象

とする評価とアカウンダビリティという側面から、制度設計もつ特徴を整理しなおすと次のように

なろう。

①国立大学法人は公共的性格を有し、利益獲得を目的とせず、独立採算制を前提としないこと。

②国の財源措置により多くの資金提供が行われるため、その財源に基づく業務内に対し国立大学

法人独自の判断では意思決定が完結しないこと。

③業務の運営に当たって経営手法(目標による管理、Plan一Do一See)が導入されることに伴い、

国立大学法人の業務実績に対して自己責任性が強く求められるようになること。

④目標 0計画の策定や予算の執行に際して国立大学法人に対して一定の裁量の余地が与えられた

ことにより、国立大学法人の業務評価に際して国の事前関与・統制から事後チェック (評価)

へと重点が移されること。また、財務上の事後評価を有効にする手段として企業会計の方法や

基準が導入されること。

⑤業務内容の事後評価に関して計数的評価が重視され、その評価結果を参考にして国の財源措置

(運営費交付金等の予算措置)が講じられること。

⑥第二者による業務評価と競争原理が重視されることに伴い国立大学法人の業務運営の状況につ

いて説明責任 (情報公開)が一層、重要となること。

この制度設計の主たる特徴は、国立大学に対して「目標による管理」に基づく評価システムを導

一-19-―



経済研究 7巻 2号

図表 1 「新しい『国立大学法人』像について」における検討の視点

基本的考え方

個性豊かな大学づくりと国際競争力ある教育研究の展開

国民や社会への説明責任の重視と競争原理の導入

経営責任の明確化による機動的/戦略的な大学運営の実現

Ⅱ 組織業務

・学長・学部長を中心とするダイナミックで機動的な運営体制の確立

・学外者の参画による社会に開かれた運営システムの実現

・各大学の個性や工夫が活かせる柔軟な組織編成と多彩な活動の展開

Ⅲ 人事制度

・教員の多彩な活動を可能とする人事システムの弾力化

・業績に対する厳正な評価システムの導入とインセンティブの付与

・国際競争に対応じ得る教員の多様性・流動性拡大と適任者の幅広い登用

目標・評価

明確な理念・目標の設定による各大学の個性の伸張

第三者評価による教育研究の質の向上と競争的環境の醸成

目標・評価結果等の情報公開による説明責任の確保

財務会計制度

・教育研究等の第二者評価の結果に基づく資源配分

・各大学独自の方針・工夫の活かせる財務システムの弾力化

・財務面における説明責任の遂行と社会的信頼性の確保

V

入し、経済効率性の観点から競争原理に基づく資源配分の方法を策定した点にある。そしてその評

価システムの中心に「企業会計方式」による業務実績に関わる財務計数情報のアカウンタビリティ

を大学法人にもとめている。もとより、国立大学法人の業務たる教育・研究は競争環境によって質

が向上したり、計数的評価や経済的効率性に直接リンクして評価され得るものでない。「国立大学

法人像」自身が述べるように、国立大学法人は「高い自主性・ 自立性を前提に、大学教育及び学術

研究を主体的に展開する法人としての基本的な性格」を有している。教育研究機関という法人の公

共的性格に照らして、長期的・持続的な教育・研究の実施と発展が可能となるような評価と財政・

財務の関係が今後、根拠法たる国立大学法人法 (仮称)ないし国立大学法 (仮称)に明示的に組み

込まれることが不可欠であろう。
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2 国立大学法人の業績評価システム ー「目標による管理」の経営手法の導入―

2-1 「目標による評価」の経営手法

国立大学の法人化にあたっての大きな特徴は、「目標による管理」の経営手法を導入した点にあ

る。そして、この「目標による管理」を基礎づけるのが、Plan(計画)一 Do(実施)一 See(統制)

の循環のしくみである。

Plan―Do―Seeの循環のしくみに基づく「目標による管理」のシステムは経営効率化、業績管理

のための有効な手段として、今日ではほとんどの民間企業に利用されている。「目標による管理」

というのは、経営全体や各部門において設定された目標を受けて、組織を構成する個々人が自身の

担当する職務についての目標を設定し、組織の個々人が目標(計画)と実績(結果)と を比較しながら

主体的に自己統制するというPlan一Do一Seeの循環を実施していくシステムである。その意味で、

「目標による管理」は組織の構成員の職務と職務に関する「責任と権限の関係」を明らかにした分

権管理組織の構築が必要である。また、この分権管理組織に対して戦略的・総合的な視点から職務

活動を体系的に組織化し、調整し、動機付けし、統制するトップマネージメントのリーダーシップ

も重要となる。

国立大学法人はそうした「目標による管理」システムのしくみを導入しており、「国立大学法人

像」では次のように述べられている。

「これからの国立大学は、法人化により経営面での権限が大幅に拡大するなど、大学における自

主性・ 自律性が拡大することに対応して、大学運営における権限と責任の所在の明確化を図るべき

である。また、拡大する経営面の権限を活用して、学部等の枠を越えて学内の資源配分を戦略的に

見直し、機動的に決定、実行し得るよう、経営面での学内体制を抜本的に強化するとともに、学内

コンセンサスの確保に留意しつつも、全学的な視点に立ったトップダウンによる意思決定の仕組み

を確立することが必要である。」

「国立大学法人像」においては、中期目標―中期計画一業務執行一評価のプロセスが示されてい

るが、このプロセスは「目標管理」のシステムにおけるPlan一Do一Seeの しくみを具体化したもの

にほかならない (図表 2を参照)。 そこで次に、この国立大学法人における「目標による管理」の

プロセスに沿ってみていくことにしよう。

2-2 中期目標の策定

中期目標は、各国立大学法人の基本理念や長期的な目標を実現するためのひとつのステップであ

り、一定期間内の達成目標であり、中期目標の実現を具体的に計画する場合の指針となるものであ

る。この中期目標の期間は原則として 6年とされている。この中期目標は法人が完全にフリーな立
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場で策定できるものでない。その前提として、国が提示するわが国の高等教育・学術研究に関わる

グランドデザインや政策目標、さらに国と国立大学が果たすべき役割や責務等に関する指針に適合

することが要請されている。したがって、中期目標の策定手続きは、あらかじめ各法人が文部科学

大臣に原案を提出するとともに、文部科学大臣が国立大学評価委員会 (仮称)の意見を聴取した上

で、法人の原案を尊重し、また、大学の教育研究等の特性に配慮して定めるとされている。

なお、中期目標における記載事項は、原則として大学全体にわたるもので、主に大きな方向性を

示す内容とし、大学運営の基本的な方針や当該大学として重点的に取り組む課題等が中心事項とな

る。したがって、各学部等ごとの内容については中期計画の中に記載される。具体的に中期目標に

記載されるこになる事項として次のものが挙げられている。

①中期目標の期間

②大学全体としての基本的目標

③大学の教育研究等の質の向上に関する目標

④業務運営の改善及び効率化に関する目標

⑤財務内容の改善に関する目標

⑥社会への説明責任に関する目標

⑦その他の重要な目標

2-3 中期計画の策定

「目標による管理」のプロセスの第二のステップは、中期目標を実現するうえでの具体的な6年

計画である中期計画の策定である。中期計画は、運営費交付金等についての予算を請求する際の基

礎となるとともに、中期目標の達成度を評価する際の具体的要素となるなどの特性をもつ。また、

中期計画には中期目標期間中における予算も記載されるため、予算の根拠として必要な事項や法令

に定める事項のほか、大学の社会に対する意思表示として、可能な限り中期目標を実現するための

数値目標や目標時期を含む具体的な内容を記載するものとされている。

中期計画に記載すべき事項は具体的には次のものが掲示されている。

①大学の教育研究等の質の向上に関する日標を達成するためにとるべき措置

②業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

③財務内容の改善に関する措置

④社会への説明責任に関する措置

⑤その他の重要目標に関する措置

中期計画については、各法人において、あらかじめ中期目標と中期計画の原案とを一体的に検討

した上で、最終的に確定した中期目標に基づいて作成し、文部科学大臣が国立大学評価委員会 (仮
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大学評価・学位授与

機構

「国立大学法人」像と新しい評価 0会計システム

図表 2 「目標による管理」システムのイメージ

毎年度の業務実績の評価

監事の業務監査

会計監査人の監査

自己点検・評価

(外部評価・第二者評価を活用)

教育・研究の評価

国立大学法人

国

高等教育・学術研究に関する

グランドデザイン、政策目標

中期目標 0中期計画の形式 0内容

の参考例・作成指針

(文部科学省・国立大学協会等)

基本理念・長期的目標

中期目標 (6年)

中期計画 (6年 )

(計画期間中の予算 0数値目

標目標時期の記載)

年次計画 (1年)

運営費交付金の決定
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称)の意見を聴取した上で、それを認可するとされている。また、国立大学評価委員会 (仮称)は

中期計画に中期目標期間中の予算が記載される為、各大学に対する運営交付均等の配分に関しても

意見を述べるものとしている。

なお、各国立大学法人においては、中期計画に基づき、各事業年度の業務運営に関する計画 (年

度計画)を定め、これを文部科学大臣に届け出なければならない。年度計画は文部科学大臣の認可

を通じた国の関与は必要はなく、届け出るだけで足りるものとして位置づけられている。

2-4評 価

国立大学法人は中期目標、中期計画に記載された諸事項を達成するよう業務活動を実施する。そ

の業務活動の実績評価は、中期目標期間における毎事業年度と中期目標期間の終了後に行われる。

とくに、法人化にあたり、企業会計方式が導入され、すべての国立大学法人に対して会計監査人に

よる財務諸表監査が義務づけられたことにより,、 毎事業年度 (4月 1日 ～ 3月 31日 )の評価につい

ては、財務面の実績評価が重要となるものと思われる。

(1)毎事業年度における評価

国立大学法人は毎事業年度の業務の実績について、「国立大学評価委員会 (仮称)」 の評価を受け

なければならない。この場合、国立大学評価委員会 (仮称)の評価は当該事業年度における中期計

画の実施状況を調査・分析を行い、並びにこれら調査・分析の結果を考慮して当該事業年度におけ

る業務の実績全体について総合的な評定でなければならないとされている。なお、評価を行う国立

大学評価委員会 (仮称)は文部科学省に設けられる。国立大学評価委員会 (仮称)の構成メンバー

については、社会・経済・文化等の幅広い分野の有識者を含め、大学の教育研究や運営に関して高

い識見を有する者とされ、その構成員の選任にあたつては、各分野において国際的水準の活動に従

事した経験を有すること等を基本的な要件とするとしている。なお、大学関係者も構成メンバーに

加わることが可能であるが、現に所属するまたは過去に所属した大学の個別評価に参加することは

できないとされている。

また、国立大学法人は、毎事業年度、貸借対照表、損益計算書、利益の処分又は損失の処理に関

する書類、キャッシュフロー計算書、国立大学法人業務実施コスト計算書及び附属明細書の「財務

諸表」を作成し、当該事業年度の終了後 3ヶ 月以内に文部科学大臣に提出し、その承認を受けなけ

ればならなくなろう。文部科学大臣は財務諸表を承認するときには、あらかじめ国立大学評価委員

会の意見を聴かなければならない。

さらに、国立大学法人が財務諸表を文部科学大臣に提出するときには、当該事業年度の「事業報

告書」及び予算の区分に従い作成した「決算報告書」を添えて、財務諸表及び決算報告書に関する

「監事」の意見及び「会計監査人」の意見も付さなければならない。文部科学大臣の承認を得た財
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務諸表は遅滞なく官報に公告し、かつ、財務諸表、́事業報告書、決算報告書及び監事と会計監査人

意見を記載した書面を、各法人に備えて置き、省令で定めた期間、一般の閲覧に供することが義務

づけられよう。

け)中期目標期間終了後の評価

国立大学法人が策定 した中期目標の業績評価は、 6年毎に行われる。つまり、国立大学法人の

「目標による評価」におけるPlan―Do―Seeの サイクルは 6年をひとつの区切りとして実行される

ことになる。

中期目標期間の終了後、国立大学法人の業務実績の評価は次の手続きを経て行われることが想定

される。

①各国立大学法人は、中期目標の達成度について種々の外部評価、第二者評価を活用して自己点

検・評価を行い、国立大学評価委員会 (仮称)に報告する。

②国立大学評価委員会 (仮称)は報告されたもののうち、教育研究に関する事項に関わる部分の

評価を「大学評価・学位授与機構」に依頼する。

③大学評価・学位授与機構は、専門的観点から教育研究に関する評価を行い、その結果を国立大

学評価委員会 (仮称)に報告する。

④国立大学評価委員会 (仮称)は、大学評価・学位授与機構の教育研究に関する評価結果を尊重

して総合的評価を行う。

⑤国立大学評価委員会 (仮称)、 大学評価・学位授与機構は、評価を決定する前にその結果を国

立大学法人に示して、意見の申立の機会を設ける。

⑥国立大学評価委員会 (仮称)、 大学評価・学位授与機構は評価結果を公表する。

さて、以上の手続きによって行われた業務実績の評価が国立大学法人の次期以降の中期目標、中

期計画に反映させることにより、Plan―Do一Seeのサイクルが実効性をもつことになる。ここで重

要なのは、評価結果が次期以降の中期目標期間における運営費交付金等の算定に反映されること、

また、国立大学評価委員会 (仮称)、 大学評価・学位授与機構の評価結果によっては法人に対して

教育研究等の業務内容の見直しを求める場合があることである。

たしかに、「国立大学法人像」は大学における教育研究活動の評価にあたっては、計量的・外形

的な基準だけでは適切を期し難い面があることや、教育研究活動の中長期的な視点にも十分に留意

すべきとしている。しかし、「目標による管理」の方式は、「国立大学法人像」が言うような第二者

評価に基づく重点資源配分システムや学長のリーダ‐シップを中心とした経営体制の強化を通じて

効率化と業績管理の側面をただ指向するだけでは、有効に機能するものでない。教育研究活動を担
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う法人組織構成員が共有し得る理念・ 目標、組織構成員間の民主的で良好な人間関係に基づく協働、

組織構成員各自の自主性・ 自律性が形成されているのかどうかが重要な要件であろう。

なお、国立大学法人の評価は国立大学評価委員会 (仮称)、 監事、会計監査人により行われるだ

けでない。独立行政法人と同様に、総務省内に設置される評価委員会、会計検査院の評価の対象で

もあることに留意する必要があろう。

【参考資料】業務実績の評価について

独立行政法人に対しては、中期目標・中期計画の上で運営費交付金を充当して行う業務について

1%の業務の効率化を図ることとされている。国立大学法人に対しても同程度の業務の効率化が要

請されるか否かは現時点で不確定であるけれども、いずれにしても業務の効率化が要請されること

が予想される。そこで、文部科学省独立行政法人評価委員会が効率化の評価を行う際の段階定評定

についての方針を公表しているので、参考資料として、その一部を抜粋して次に示しておく。

―評価を行う際の段階別評定について一

文部科学省所管独立行政法人の業務実績評価の基本方針において、事業年度評価における項目別

評価の段階的評定について、次の区分を示している。

A:中期計画を十分に履行し、中期目標に向かって着実に成果を上げている。

B:中期計画をほぼ履行し、中期目標に向かっておおむね成果を上げている。

C:中期計画を十分に履行しておらず、中期目標達成のためには業務の改善が必要である。

(その他、場合によっては、A+、 C一が付されることとされている。)

1%の業務の効率化の評価においては、「 B」 評定の幅をどの程度に設定するかについて検討す

る必要がある。この点については、現在の厳しい経済財政状況の中、各法人における業務の効率化

に対する国民の関心が高いこと、また、運営費交付金は1%削減された形で各法人に交付されてい

るが、自己収入が見込まれるほとんどの法人においても運営費交付金が主たる財源となっているこ

と等を勘案した場合、各法人ともに 1%の効率化は最低限達成すべき目標であり、 1%の効率化を

達成した場合に「 B」 評定の下限 (「 B」 と「 C」 の境界)を設定することが適当であると考える。

また、「 A」 評定の下限 (「 A」 と「 B」 の境目)についても、上述のような諸事情を考慮した場

合、少なくとも最低限の達成目標である1%の効率化目標を大きく上回る状態について設定すべき

であり、1.5%(5割の超過達成)以上の効率化を達成した場合に設定することが適当である。

このようなことから、 1%の業務の効率化の評価を行う際の評定の区分については、次の方式が

適当である。

・評定A・・ 01.5%以上の効率化を達成した場合

・評定 B・・ 01.0%以上1.5%未満の効率化を達成した場合
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・評定 COO・ 効率化1.0%未満の場合

なお、この評定の区分については、経済・財政状況の変化等を勘案し、見直すこともあり得るも

のである。

出所 :(文部科学省独立行政法人評価委員会・業務運営評価ワーキンググループ「独立行政法人の財務会計上

の諸問題に関する検討についての報告」平成14年 3月 29日、別紙資料)

3 国立大学法人の予算と財源

3-1 国立大学法人の予算の特徴

国立大学法人に移行した場合、大学予算の性格は従来のものと大きく異なることになる。いま、

その特徴を要約すると次のようになろう。

第 1に、国立大学法人の予算の基本が従来の単年度予算から中期計画期間の 6年間にわたる中期

予算へと変わる。国立大学法人の予算は中期計画において各項目ごとの期間の合計額が記載される

ことになる。たしかに、中期計画には年度計画の展開を踏まえて各年度ごとの予算数値を掲示する

ことも要望されるが、それは文部科学大臣による認可対象となっていない。したがって、文部科学

大臣の中期計画に対する認可という手続を通じて国立大学法人に対する予算の関与が行われるとし

ても、それは中期予算の局面においてであり、年度予算とその項目の詳細まで関与が及ぶものでな

いと考えられる。

ただし、国立大学の予算は国側からみれば、従来どおり毎年度の政府予算の一部を構成する大学

に対する財源措置である。文部科学大臣はこの財源措置を財務大臣に予算要求する。1国立大学法人

の予算項目は国の予算書に記載され、毎年度、国会の議決を経なければならず、財政法、会計法等

の対象であることに変わりはない。

第 2に、国立大学法人への国の予算措置は原則として、運営費交付金及び施設費の大括りのもの

となる点である。従来、概算要求の結果として国立大学に決定される予算の項目区分は部、款、項、

日、そして目の細分類となっており、例外的に財務大臣の承認を得た「目」間の経費の融通 (流用)

を除いて、定められた細分類に従った予算執行管理が義務づけられていた。しかし、国立大学法人

に移行した後は、いわゆる一項一日の使途を特定しない「渡し切りの交付金」となる運営費交付金

については、法人独自の判断で状況に応じた弾力的な予算執行が可能となる。その反面、予算執行

の結果としての運営実績に対して法人の自己責任が厳しく問われることになろう。
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3-2 国の予算措置の手法

国立大学法人の予算は 6年の中期予算である。ただし、国の予算措置は財政法・会計法に基づき

毎事業年度に行われる。では、毎事業年度において国の国立大学法人に対する予算の配分はどうな

るのか。

国の各事業年度の資金交付にあたつては、原則として中期計画に記載された事業等の実施を前提

とするとされている。予算措置については、文部科学大臣が予算要求を行い、中期計画に定めると

ころに従い運営費交付金及び施設費等を毎年度の予算編成の中で確実に手当するものとされるが、

その場合の予算措置 (財源措置)の手法は、基本的には中期計画において計画期間中の予算額確定

のためのルールを定め、各年度の予算編成においてルールの具体的適用を図るいわゆる「ルール型」

とするという。ただし、事前のルールに従った算定には馴染まない経費も考えられるため、そのよ

うなケースにも適切に対応し得る手法とするものとされている。ここで「ルール型」を採用する場

合、例えば消費者物価指数などの外生変数をルールに組入れ、各年度の予算編成について変数を具

体的に当てはめて交付金額を算定することが考えらている
殷】。

いずれにせよ、国の予算措置 (財源措置)は中期計画の定めるところに従い、事前に設定するも

のとされており、資金を事後的に補填することは想定されていない。事後的に資金が補填されれば、

国立大学法人に対して、国の「事前関与あるいは統制」をできるだけ排除し「事後チェック」に重

点を移す、つまり計画の実現度を評価する統制システムがうまく機能しなくなるためである。

なお、中期計画をベースとした毎年度の予算措置は必ずしも、固定的・安定的なものというわけ

でもない。中期計画当初に予見困難であった状況への対応が求められるときなど、国は必要に応じ

中期計画の変更を求め、各年度の財政状況、社会状況等を総合的に勘案して予算が弾力的・機動的

に措置するものとするとされている。したがって、国立大学法人とって 6年の中期計画が認可され

たとしても、そのことによつて毎年度の予算措置が安定的・持続的に行われるとは限らな
い。状況

の変化に応じた中期計画の見直しを通じて、予定された資金交付も修正され、大学にと
って予定外

の予算削減となり得る可能性もある。

【注 2】  ルール型に基づく各事業年度の国立大学法人に対する交付金額に関する具体的算定方法は明らかで

ない。なお、独立行政法人の運営費交付金についての算定方式は公表されているので、ここで資料とし
て紹

介しておく。

運営費交付金=[人件費+(業務経費―特殊業務経費)]×効率化係数+特殊業務経費―自己収入の見積もり×係数

・特殊業務経費とは新規・拡充の「特殊要因」に係る経費 ・効率化係数は△ 1%に設定

―-28-―



「国立大学法人」像と新しい評価・会計システム

3-3 国立大学法人の収入源

国立大学法人の主要な収入源として、運営費交付金、施設費等の国からの財源措置によるものほ

かに、事業収入、外部資金等の自己収入がある。以下、その内容について簡単に示しておこう。

(1)運営費交付金

各国立大学法人に対する運営費交付金は、標準運営費交付金と特定運営費交付金を合計したもの

が財源措置される。

「国立大学法人像」によると、運営費交付金の算出方法として、予算配分における透明性の確保

や各大学の自主性・自律性の向上の観点,及び特定の事業等の実施に適切に対応する観点から、次

の①及び②の額を合計したものとするとされている。

①学生数等客観的な指標に基づく各大学に共通の算定方式により算出された標準的収入・支出額

の差額 (=標準運営費交付金)

②客観的な指標によることが困難な特定の教育研究施設の運営や事業の実施に当たっての所要額

(=特定運営費交付金)

すでに述べたように、運営費交付金は項目ごとに使途の内訳を特定化しないいわゆる「渡し切り

の交付金」である。したがって、運営費交付金を財源とする法人の支出予算の執行にあたっては、

国の事前の関与を受けることなく、各大学の判断で予定の使途以外の使途に充てるなど弾力的に行

うこと可能となるといわれている。また、従来とは異なり、中期目標期間内であれば、事業年度に

未消化の残余分 (遣い残し)については次年度に繰り越すことが可能である。ただし、後述するよ

うに、運営費交付金は国から負託された業務の財源として中期目標・中期計画に応じた通常の運営

のなかで全額、消費することが標準であり、当該中期目標期間終了時に残余分 (遣い残し)が出た

としても、文部科学大臣が特に承認した場合を除いて、それを次の中期目標期間にまで繰り越すこ

とはできず、原則として国庫に納付 (返還)す ることになる。

侶)施設費

国立大学の施設整備は、国家的な資産を形成するものであり、毎年度国から措置される設備費を

もって基本的な財源とするとされる。また、財源の多様化や安定的な施設整備、自主性・ 自律性の

向上等の観点から、長期借入金や土地の処分収入その他の自己収入をもって設備すること、より効

果的・効率的な整備を行う為、PFI(Private Finance lntiative)に よる施設整備も可能とされて

いる。施設整備に関わって、土地・建物などに関して国の予算において公債発行対象の投資的経費

とみなされるものが、運営費交付金と区分経理される施設費である。公債発行対象でない設備・備

品等に対する経費は運営費交付金に含められて措置される。
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侶)事業収入

国立大学法人の事業収入としては、授業料収入、検定料収入、入学料収入等の学生納付金、附属

病院収入のほか、体育施設貸付料等の収入がある。

これらのうち、授業料収入、検定料収入、入学料収入等の学生納付金については、教育の機会均

等、優秀な人材の養成と併せて、大学の自主性・ 自律性の向上等も配慮する必要があり、したがっ

て、運営費交付金算定への反映のさせ方に配慮しつつ、各大学共通の標準的な額を定めた上で、一

定の納付金の額について、国がその範囲を示し、各大学がその範囲内で具体的な額を設定すること

ができるとされている。

に)そ の他の収入

上記以外の国立大学法人の収入として、補助金、委託費、寄附金、奨学寄附金、受託研究費、科

学研究費補助金間接経費 (いわゆるオーバーヘッド)な どが想定される。なお、現在、地方財政再

建促進特別措置法により禁じられている地方公共団体からの寄附金等にづいては、社会経済情勢の

変化、国立大学の地域貢献の進展等の状況を踏まえ、一定の要件のもとで可能とすべきとされてい

る。

さて、以上の国立大学法人の収入を支出と対照表示し、財政構造 (例)と して示したのが図表 3

である。国立大学法人に対 して、図表 3に例示されるような収入と支出について予算の弾力的運用

を図ることによって、業務の効率化が要請される。「渡 し切りの交付金」としての運営費交付金は

そうした予算の弾力的運営を図る上で法人に対して一定の裁量権を付与したものと位置づけられて

いる。しかし、問題は、独立採算を前提としない国立大学法人に対 して、自律的な資金運用を行い

得るような財政的基盤が果たして保証されるかどうかであろう。これまで、国立大学の予算 (国立

学校特別会計予算)は学生納付金・附属病院収入等の自己収入を除いて、約 6割近くが国の一般会

計から賄われてきた
脚 】。法人化移行後も、それに相当する予算措置が担保されるかどうか、運営

費交付金等の国の財源措置の算定根拠が必ずしも明確でない現時点で、その保証は定かでない。

【注 3】  平成13年度における国立学校特別会計の内容をみてみると、歳入 (予算総額)は約 2兆7,428億円、

そのうちの42.5%の 1兆 1,701億円が自己収入等の財源による。内訳は、授業料及び入学検定料が3,397億円、

附属病院収入5,597億円、産学連携等収入1,342億円、借入金664億円、その他である。これに対して、一般会

計からの繰入額はりL5,727億円と国庫からの繰入率は57.5%と ほぼ6割程度である。他方の歳出は、平成13年

度予算に占める人件費が1兆4,884億円 (54.3%)、 その他の物件費のうち、教育研究経費が5160億円 (18.7%)、

病院診療経費3,395億円 (12.40/0)と 続く。なお、国立学校特別会計における一般会計繰入率は、昭和45年度

は83.1%、 昭和55年度が74.4%、 平成2年度が60.3%で あり、急速に低下傾向にある。
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出)(収

図表 3 国立大学法人の財政構造 (例 )

入)              (支

○事業収入

・授業料収入

・検定料収入

・入学料収入

・附属病院収入

・体育施設貸付料

○外部資金

・受託研究費

・共同研究費

・奨学寄付金

○競争的資金の間接経費

・科学研究費補助金間接経費

○運営費交付金

○教育研究経費

○教育研究支援経費

○学生サービス経費

○附属病院経費

○管理経費

○施設維持費   等

○外部資金等所要経費

○競争的資金所要経費

出所)文部科学省調査検討会議、財務会計制度委員会第 5回配布資料「運営費交付金について (例 )」

4 国立大学法人の財務会計制度

4-1 国立大学法人の二つの会計制度

国立大学法人の会計は、原則として企業会計原則によることが前提とされ、企業会計原則に基づ

く決算報告も義務づけられている。そのことによって、国立大学法人の会計はこれまでの単式簿記、

現金主義に基づく官庁会計から複式簿記、発生主義に基づく企業会計の方式に移行されることにな

る。しかし他方で、国立大学法人は国家予算から運営費交付金、施設費等の所要の財源措置 (資金

交付)を受けるため、従来通り、官庁会計の準拠枠である財政法、会計法にも拘束される。その結

果、国立大学法人は毎事業年度において、企業会計方式に基づく決算書類 (財務諸表)と ともに、

財政法、会計法に準拠した予算の区分による決算報告書やその他の省令で定める決算書類を作成し、
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文部科学大臣の承認を受けなければならない。つまり、法人に移行した後の国立大学法人は企業会

計と官庁会計の2つ の方式による決算書類を作成することが必要となろう。毎事業年度、国立大学

法人が作成しなければならない決算書類は以下のようになろう。

図表 4 国立大学法人の作成する決算書類

企業会計方式による決算書類

(財 務 諸 表)
官庁会計方式による決算書類

①貸借対照表

②損益計算書

③利益の処分又は損失の処理に関する書類

④キャッシュ・フロー計算書

⑤国立大学法人業務実施コスト計算書

⑥附属明細書

①決算報告書

②その他省令の定める決算書類

4-2 国立大学法人の財務諸表

国立大学法人の財務諸表 (決算書類)は、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、

利益の処分又は損失の処理に関する書類、国立大学法人業務実施コスト計算書、附属明細書から構

成される。なお、それらの財務諸表の標準的内容は図表 5～図表10に示す通りである。

(1)貸借対照表

貸借対照表は、貸借対照表日におけるすべての資産、負債及び資本を記載し、国立大学法人の財

政状態を明らかにするための財務表をいう。

(幼 損益計算書

損益計算書は、国立大学法人の運営状況を明らかにするため、一会計期間に属する国立大学法人

のすべての費用とこれに対応するすべての収益とを記載して当期純利益を表示する決算書をう。な

お、損益計算書は当期純利益に目的積立金取崩額等の必要な項目を加減して、当期総利益も表示し

なければならない。

ほ)キ ャッシュ・ フロー計算書

キャッシュ・フロー計算書は、国立大学法人の一会計期間におけるキャッシュ・フロー (手元現

金、要求払預金)の状況を報告するため、キャッシュ・ フローを業務活動、投資活動、財務活動の

活動区分別に表示するもので、貸借対照表及び損益計算書と同様に国立大学法人の活動の全体を対

象とする財務表である。
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に)利益の処分又は損失の処理に関する書類

利益の処分又は損失の処理に関する書類は、国立大学法人の当期未処分利益の処分又は当期未処

理損失の処理の内容を明らかにするための財務表である。

6)国立大学法人業務実施コスト計算書

国立大学法人業務実施コスト計算書は、一会計期間に属する国立大学法人の業務運営に関し、国

立大学法人業務実施コストに関連する情報を一元的に集約して表示する財務表をいう。

崎)附属明細書

それ以外に、国立大学法人は、貸借対照表及び損益計算書等の内容を補足するため、次の事項を

明らかにした附属明細書を作成しなければならない。

①固定資産の取得及び処分並びに減価償却費の明細

②たな卸資産の明細

③無償使用国有財産の明細

④PFIの明細

⑤有価証券の明細

⑥出資金の明細

⑦借入金の明細

③国立大学法人債の明細

⑨引当金明細書

⑩資本金及び資本剰余金の明細

①目的積立金の取崩しの明細

⑫運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

⑬役員及び教職員の給与費の明細

⑭開示すべきセグメント情報

⑮寄附金の明細

⑩受託研究の明細

⑭共同研究の明細

⑬受託事業等の明細

⑩上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明紬

仔)注 記
なお、国立大学法人の財務諸表には、重要な会計方針、重要な債務負担行為、その作成日までに

発生した重要な後発事象、固有の表示科目の内容その他国立大学法人の状況を適切に開示するため

に必要な会計情報を長期することが義務づけられることになる。
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図表 5 貸 借 対 照 表

(平成○〇年 3月 31日 )

[資産の部]
I 固定資産
1有形固定資産
土 地
建 物
減価償却累計額
構築物
減価償却累計額
機械装置
減価償却累計額
工具器具備品
減価償却累計額
図 書
美術品・収蔵品
船 舶
減価償却累計額
車両運搬具
減価償却累計額
建設仮勘定

有形固定資産合計
2無形固定資産
特許権
借地権
商標権
実用新案権
意匠権
鉱業権
漁業権
ソフトウエア

無形固定資産合計
3そ の他の資産
投資有価証券
出資金

その他の資産合計
固定資産合計

Ⅱ 流動資産
現金及び預金
未収学生納付金収入
徴収不能引当金
未収附属病院収入
徴収不能引当金
受取手形
貸倒引当金
有価証券
たな卸資産
医療品および診察材料
前渡金
前払費用
未収収益

流動資産合計

△

△

△

△

△

△

XXX
XXX
XX
XXX
XX
XXX
XX
XXX
XX
XXX
XXX
XXX
XX
XXX
XX
XXX
XXX
XXX

XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX

XXX
XXX
XXX
XXX
XXX

XXX
XXX
XX
XXX
XX
XXX
XX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX

△

△

△

[負債の部]
I 固定負債
資産見返負債
資産見返運営費交付金等
資産見返寄附金

量期壽翌婁畢務究費等
長期前受受託事業費等
共同機関債務負担金
長期借入金
国立大学法人債
引当金
退職給付引当金
追加退職給付引当金

長期未払金

固定負債合計
Ⅱ 流動負債
運営費交付金債務
授業料債務
預り施設費
寄附金債務
前受受託研究費等
前受受託事業費等
前受金
預り金
短期借入金
一年以内返済予定長期借入金
一年以内償還予定国立大学法人債
未払金
前受収益
未払費用
未払消費税等
引当金

流動負債合計
[資本の部]
I 資本金
政府出資金
資本金合計
I 資本剰余金
資本剰余金
損益外減価償却累計額
資本剰余金合計
Ⅲ 利益剰余金(又は繰越欠損金)
前中期目標期間繰越積立金
資産見合剰余金
損益外減価償却累計額
(何)積立金
積立金
当期未処分利益
(又は当期末処理損失)
(う ち当期総利益(又は当期
総損失)
利益剰余金(又は繰越
欠損金)合計

資本合計

XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX

XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX

XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XX'X
△  xx
XXX
XXX
XXX
XXX

XXX

XXX
XXX

資産合計             xxxX 負債資本合計           xxxx
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経常費用
業務費
教育経費

研究経費

診療経費

研究研究支援経費

受託研究費
受託事業費
教育人件費
職員人件費

一般管理費

財務費用
支払利息
雑
経常費用

経常収益

合計

運営費交付金収益
授業料収益
入学金収益
検定料収益
附属病院収益
受託研究等収益
受託事業等収益
寄附金収益
財務収益
受取利息
有価証券利息

XXX
XXX

XXX
XXX

XXX
XXX

XXX
XXX

XXX

XXX

XXX

XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX  Xxx

損

XXX
XXX

XXX
XXX
XXX

XXX

XXX
XXX

XXX

XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX

XXX
XXX
XXX  XXX `

XXX
XXX
XXX
XXX  XXX

XXX
XXX

XXX
XXX
XXX  XXX

XXX
XXX  Xxx

XXX

XXX

 ヽXXX

入
入
収
収
料
料
益

付
場
贈

貸
入
受

益
睦
①
郷

雑

経常収益合計
経常利益

臨時損失
固定資産除却損
災害損失

臨時利益
固定資産売却益

当期純利益

目的積立金取崩額
資産見合剰余金取崩額
当期総利益
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図表 6 損益計算書

(平成○〇年 4月 1日～平成○〇年 3月 31日 )

-35-



経済研究 7巻 2号

図表 7 キャッシュ・ フロー計算書

(平成○〇年 4月 1日 ～平成○〇年 3月 31日 )

I 業務活動によるキャッシュ・フロー
原材料、商品又はサービスの購入による支出

入件費支出

その他の業務支出

運営費交付金収入

授業料収入

入学金収入

定料収入

附属病院収入

受託研究等収入

受託事業等収入

寄附金収入

小 計

国庫納付金の支払額

業務活動によるキャッシュ・ フロー

投資活動によるキャッシュ・ フロー

有価証券の取得による支出

有価証券の売却による収入

有形固定資産の取得による支出

有形固定資産及び無形固定資産の売却による収入

施設費による収入

施設費の精算による返還金の支出

共同機関への拠出による支出

金銭出資による支出

小 計

利息及び配当金の受取額

投資活動によるキャッシュ・ フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

借入金の返済による支出

借入による収入

金銭出資の受入による収入

小 計

利息の支払額

財務活動によるキャッシュ・ フロー

Ⅳ 資金に係る換算差額

V 資金増加額

Ⅵ 資金期首残高

Ⅶ 資金期末残高

△ XXX
△ XXX
△ XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
△ XXX
XXX

△ XXX
XXX
△ XXX
XXX
XXX
△ XXX
△ XXX
△ XXX
XXX
XXX
XXX
XXX

△ XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
△ XXX
XXX

XXX

XXX

XXX

XXX
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図表 8 国立大学法人業務実施コスト計算書

(平成○〇年 4月 1日～平成○〇年 3月 31日 )

I 業務費用
損益計算書上の費用

業務費
一般管理費

財務費用

(控除)
授業料収益

入学料収益

検定料収益

附属病院収益

受託研究等収益

受託事業等収益

寄附金収益

Ⅱ 損益外減価償却相当額
Ⅲ 引当外退職給付増加見積額
Ⅳ 機会費用

政府出資等の機会費用
V 国立大学法人業務実施コスト

国有財産無償使用の機会費用      XXX

XXX
XXX   XXX

△ XXX
△ XXX
△ XXX
△ XXX
△ XXX
△ XXX
△ XXX
△ XXX  △ XXX

XXX

XXX

XXX
XXX

XXX
XXX

図表9 禾り益の処分に関する書類

(平成○〇年○月○日)

I 当期未処分利益                         xxx
当期総利益                    xxx
前期繰越欠損金           △xxx

Ⅱ 利益処分額
資産見合剰余金                  xxx
積立金                      xxx
法人法第○○条第○項により
文部科学大臣の承認を受けた額     XXX
0000               XXX
0000               XXX   XXX  xxx

図表10 損失の処理に関する書類

(平成○〇年○月○日)

XXX
XXX

△XXX

I 当期未処理損失
当期総損失

              xxx
(当期総利益)
前期繰越欠損金

XX

目

L理額

          x

XXX

I 損失
鶴野積立金取崩額

      xxX

XXX

(             xx
)0● ●●

        x積立金取崩額
Ⅲ 次期繰越欠損金
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4-3 国立大学法人会計基準 (中間報告)の特徴

国立大学法人に対して「企業会計方式」が導入されることによって、上述の財務諸表は会計基準

に準拠して作成される。国立大学法人に適用される会計基準は、国立大学法人の会計に関する認識、

測定、表示及び開示の基準を定めたものであり、国立大学法人がその会計を処理するにあたって従

わなければならない行為基準である。また、それとともに、会計監査人が国立大学法人の財務諸表

を監査する場合に依拠しなければならない基準でもある。この国立大学法人に適用される会計基準

及びその注解については、独立行政法人会計基準及び独立行政法人会計基準注解を参考としつつ、

大学の特性を踏まえて一定の修正を施すものとされている。平成14年 8月 22日 に文部科学省の

「「国立大学法人」会計基準等検討会議」は、「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基

準注解」(中間報告)」 を実務指針 (案)を加えて公表した。その内容は運営費交付金の収益化の基

準、教育研究の基礎となる資産の取扱い、授業料の負債計上、附属病院収入により生じた利益剰余

金の取扱い、セグメント情報の開示区分、棚卸資産の評価方法等についての取扱いに若干の異なる

ものの、独立行政法人会計基準にほぼ準じて策定されているといってよい。

この国立大学法人会計基準 (中間報告)と それに基づく会計処理の詳細については、別稿で検討

する。ここでは、国立大学法人会計基準 (中間報告)を特徴づける基本的骨格のみについて列挙し

て示しておこう。

(1)運営実績評価のための会計基準

国立大学法人の会計は、国立大学法人の財政状態及び「運営状況」に関して真実な報告を提供す

ることが要請される (国立大学法人会計基準 (中間報告)の一般原則第 1「真実性の原則」)。 この

場合、国立大学法人の会計基準は企業会計原則のように事業の継続性 (going concern)を前提に

し「経営成績」の確定と期間比較を可能にするための会計処理の原則ではなく、中期目標期間を一

区切りとして、「運営状況」とくにコスト管理の観点から業績評価するための手段となっている。

既に述べたように、国立大学法人の業務運営について、国による事前統制から事後チェックヘの移

行されたことが特徴である、国立大学法人会計基準 (中間報告)の内容もこの制度設計に沿って策

定されるものとなっている。

け)「損益均衡」を前提とした損益計算

国立大学法人が中期計画に基づき「通常の運営」を行った場合、「損益均衡」となるような損益

計算のしくみが会計基準には基本的に組み込まれている。 独立採算を前提としない国立大学法人

の損益計算は、運営費交付金等の国の財源措置が行われる事業については、標準的に利益は出ない

構造になっている。国立大学法人の独自判断では意思決定の完結しないような行為に起因する支出

など国立大学の業績を評価する手段としての損益計算にに含めることが合理的でない支出は、損益

-38-



「国立大学法人」像と新しい評価・会計システム

計算には反映されないとされている。

旧)運営費交付金・授業料収入の収益化

国立大学法人の財源としての運営費交付金、授業料収入は、獲得時点で直接収益として計上され

るのではなく、まず、負債として計上され、期間の進行に応じて収益化される (期間進行基準)。

この場合、「損益の均衡」が標準であり、収益化に対応して、中期計画に記載される業務運営に準

拠した効率的 `管理的支出が要請される。支出が収益と対応せず、財源の遣い残しが生ずる場合、

収益と費用の差額として利益が導出されるが、これは経営努力によるものかどうかで取扱いが異な

る。経営努力として認定されれば、経費の合理的節約の結果として運営実績はプラスと評価され、

認定されなければ「通常の運営」を怠った経費の未消化分として運営実績の評価はマイナスとなる。

に)利益の処分・損失の処理

国立大学法人が、自己収益の増加や経費節約 (ま たその逆)によって損益を生じさせた場合には、

次のような処理が求められる。まず、損失が出た場合、事後チェックを前提に国からの事後的な資

金交付もないためその損失を自前で補償することが要請される。一方、国立大学法人が自らの経営

努力によって利益を獲得したとしても、法人がその主体的な判断において運用を図る道はフリーハ

ンドでない。獲得利益が文部科学大臣によって経営努力の結果と認定された額は、次期中期計画の

承認を得て、次期中期目標期間に繰り延べる (積立金処理)することも可能となるが、それ以外は

国庫納付される。なお、次期中期目標期間に繰り延べる場合、法人が中期計画を策定するのみで可

能となるわけでもない。法人の公共性等の性質により、その処分内容については「合理的使途」で

なければならず、この「合理的使途」は文部科学大臣の認可に委ねられる。こうした制度設計に沿っ

て利益処分に関して制約的な処理方法が国立大学法人会計基準 (中間報告)において設定されてい

る。

傷)償却資産の減価償却

国立大学法人が保有する建物・設備等の償却資産は、取得財源別の会計処理が行われる。償却資

産の経済的減価に対応すべき収益の獲得が予定されるものについては、当該資産の減価償却費を損

益計算上の費用として計上する。これに対して、国の現物出資や予算措置である施設費によって取

得した償却資産については、「損益均衡」を前提に減価償却費は損益計算に算入されない。したがっ

て、この場合の償却資産に関しては、支出を伴わない減価償却費の累積によって、更新のための基

金・内部留保的役割を果たす会計処理は除外されている。国立大学法人会計基準 (中間報告)では、

国立大学法人の収益は資産の減価分に充当することを必ずしも予定しておらず、更に資産の更新に

ついては、出資者たる国から改めて「必要な措置」が講じられることが想定されるとの指摘がある

が、更新の可否は他律的なものとなっている。

G)人件費及び退職給付引当金
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「渡し切りの交付金」である運営費交付金に含まれる交付措置される給与、退職給付等の人件費

の処理については、中期計画に沿った執行が基本となる。国立大学法人では、給付水準の推移は法

人の運営業績に左右される。運営実績の向上が図れない場合、給与水準を維持するためには、省力

化 (人員削減)、 業務のより厳格なコスト管理が迫られよう。また、退職給付については運営交付

金で措置される部分については、固定資産の減価償却費と同様、「損益均衡」原理にたって損益計

算に算入されることはない。これに対して、運営費交付金に基づく収益以外の収益による支払財源

で引当処理 (退職給付引当金)を計上する場合、その引当費用は損益計算に反映されることになる。

追加計上額は法人の費用として処理されるため、業績の悪化につながらないようにするためには、

より以上の採算的な業務運営の努力が求められることになろう。

仔)「大学法人業務実施コスト計算書」の導入

財務諸表のひとつとして企業会計制度にはない「国立大学法人実施コスト計算書」の作成が義務

づけられている。この財務表は、社会に対するベネフィット (貢献度)の側面を提えず、行政コス

トの側面だけを対象とする。業務コストに加えて、機会費用 (政府出資等の国債利回り等の利率に

よる機会費用、無償使用の国有財産等の近隣地代・賃借料等を参考にした機会費用)等が記載され、

国の政策責任に帰すべき、あるいは国立大学法人の意思決定に関わらない諸環境要因に依存する行

政コストの側面からも原価採算性が問われることになろう。

上述の国立大学法人会計基準 (中間報告)のなによりの特徴は、国立大学法人が主体的に意思決

定可能な費用と収益のみが損益計算に算入される点である。運営費交付金、施設費等の国の財源に

依存して法人自身の意思決定では完結しない業務から生じた費用・収益は、「損益均衡」を前提に

して損益中立的な (損益計算に反映されない)特殊の会計処理基準が設定されている。これは、国

の財源に収入源のほとんどを依存じ国の予算執行管理の拘束を回避でず、財政面での自立性を確保

できない国立大学法人の制度上の特性を反映したものといえよう。

しかも同時に、国立大学法人会計基準 (中間報告)は、業務実績の把握及び評価の基礎となる会

計情報の処理基準としての特徴を強く有している。独立行政法人会計基準においても、財務報告の

目的として、① 業務の遂行状況についての適確な把握に資すること、②業績の適正な評価に資す

ること (「『独立行政法人会計基準』の設定について」)の 2点を挙げられているが、両者の性格は

同一である。

この点、その中心原則である真実性の原則について、独立行政法人会計基準とほぼ同様に国立大

学法人会計基準 (中間報告)は次のように述べるところである。

一真実性の原則について一 (国立大学法人会計基準注解 (中間報告)の注 1)

1.国立大学法人は教育・研究に係る国の業務の実施に関して負託された経済資源に関する情報を
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負託主体である国民に開示する責任を負っており、説明責任の観点から、その財政状態及び運営

状況を明らかにし、適切に情報開示を行うことが要請される。

2.国立大学法人の業務運営については、その自律性及び自発性の発揮の観点から、国による事前

統制から事後チェック、の移行がその特徴であるが、適切に事後チェックを行うためには、業績

評価が適正に行わなければならない。

3.こ のような説明責任の観点及び業績の適正評価の観点から、国立大学法人の会計は、その財政

状態及び運営状況に関して、真実な報告を提供するものでなければならない。

5 国立大学法人の資本と利益 ―元本と果実の関係一

5-1 国立大学法人の資本

一般的に、会計における資本の概念は広狭 2つの意味で用いられている。そこで広義の資本とは

企業が調達した貨幣価値の総額を意味し、調達形態からみると自己資本 (出資者資本)と他人資本

(負債)に区分され、また、その具体的な運用形態として資産全体を示すものと理解されている

(総資本〓総資産)。 これに対して、狭義の資本という場合、総資産から総負債を控除した差額、す

なわち純資産ないし自己資本としての意味で用いられている。企業会計原則上の資本は、純資産な

いし自己資本を意味し、国立大学法人会計においても「国立大学法人の資本とは、国立大学法人の

業務を確実に実施するために与えられた財産的基礎及びその業務に関連し発生した剰余金から構成

されるものであって、資産から負債を控除した額に相当するものをいう。」(国立大学法人会計基準

(中間報告)第18)と して狭義の資本概念を用いている。

しかし、国立大学法人の場合、株式会社等の法人企業と異なり、毎事業年度における損益計算上

の利益 (剰余金)の獲得を目的として出資する資本主を制度上予定していない。企業会計のように

利益配当を行うことを予定しておらず、このため資本と利益の区分の意味あいも企業会計とは異なっ

てくる。株式会社等の法人企業の場合、企業は出資者から資本調達して、その資本を元手に利益を

生み、獲得した利益を出資者に配分する。したがって、企業会計上、資本維持の観点から「元本」

である資本を確定し、配分可能な「果実」としての利益との区分を明確にしなければならない。こ

れに対して、国立大学法人の場合の資本とは、業務を運営する上での財産的基礎としての意味あい

が重視され、また、利益は配分可能な成果ではなく中期目標達成のため行われた経営努力の結果、

つまり運営状況 (業務実績)を適正に示すという観点からその確定が必要とされている。したがっ

て、国立大学でいう「元本 (資本)」 と「果実 (利益)」 の関係は、われわれが通常、観念として抱

いている企業の「元本」と「果実」の関係とはおおきな隔たりがあることに注意しなければならな

い。
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なお、国立大学法人会計基準 (中間報告)によれば、資本は資本金、資本剰余金及び利益剰余金

に分類され、利益剰余金は、国立大学法人の業務に関連して発生した剰余金であって、稼得資本に

相当するとされている。つまり、利益剰余金は損益取引から生じた利益を源泉とする剰余金であっ

て、既述の意味において財産的基礎を形成する資本部分は、資本金、資本剰余金ということになる。

(1)資本金

国立大学法人の資本金とは、法人に対する出資を財源とする払込資本に相当し、政府出資金とそ

れ以外のもの者からの出資金とに区分される。資本金のうち大半は政府からの出資金が考えられる

が、この政府出資金は通常、国の現物出資による。すなわち、国立大学法人が国から引き継ぐこと

になる承継財産のうち、土地・建物等の一定の固定資産 (国有財産)に関しては法人の財産的基礎

を形成するという観点から、設置者としての国が現物出資することが想定されている。この国が現

物出資した「出資財産」が法人にとっての資本金を形成する。国立大学法人会計においても、貸借

対照表に記載する資産価額は、取得原価主義がとられ、原則として、当該資産の「取得原価」をもっ

て計上することが義務づけられるが、政府から現物出資として受け入れた固定資産については国立

大学法人法 (仮称)の現物出資の根拠規定に基づき「評価委員が決定した価額」を取得原価とする

ことが予定されている。したがって、貸借対照表に記載される資本金額は、この「評価委員が決定

した価額」となる。

け)資本剰余金

国立大学法人の資本剰余金とは、資本金及び利益剰余金以外の資本をいう。資本剰余金は資本取

引つまり法人の財産的基礎の増減を及ぼす取引から生じた剰余金を意味している。国立大学法人会

計基準 (中間報告)では、資本剰余金が計上されるケースとして、国立大学法人が固定資産を取得

したとき、取得原資拠出者の意図や取得資産の内容等を勘案し、その固定資産が国立大学法人の財

産的基礎を構成すると認められるときには相当額を資本剰余金とするとされている。

具体的には次のケースが想定されている。

①国又は共同機関からの施設費により非償却資産を取得する

②中期計画に定める剰余金の使途として固定資産を取得する

③中期計画の想定の範囲内で、運営費交付金により非償却資産を取得する

④中期計画の想定の範囲内で、授業料収入により非償却資産を取得する

⑤中期計画の想定の範囲内で、寄附金により、寄附者の意図に従いまたは国立大学法人があらか

じめ特定した使途に従い、非償却資産を取得する

なお、国立大学法人への移行にあたって、国から無償譲与されることが予定される承継財産 (承

継物品)については承継時点での評価額 (あ るいは残存価額)が50万円以上で、当該物品が非償却

資産の場合、公正な評価額でもって資本剰余金を形成するとされている。
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5-2 国立大学法人の利益

国立大学法人は、利益獲得を目的とした営利事業を営むものでない。公共的性格を有した教育研

究を業務とし、独立採算制も前提とせず、国の予算による所要の財源措置が行われる。したがって、

運営費交付金等の財源措置が行われる事業については、中期計画に沿って通常の運営が行われれば、

6年の中期目標期間を通じて損益が均衡するのが標準となる。ただし、利益が出ないわけではない。

国立大学法人については、本来の教育研究等の業務及びそれに密接に関わる事業等 く例えば、学生・

患者等に対するサービス、教育研究の成果の普及、所有する施設等の有効活用〉に限定した収入の

増加を図る事業が認められているし、また、経費の節減も求められる。そうした収入の増加や経費

の節減を通じて、収益と費用との差額としての利益を形成することが可能となる。この関係は図表

11に示される通りである。

(1)毎事業年度における利益処分

国立大学法人が当該事業年度の損益計算において利益を生じた場合、前事業年度から繰り越した

損失があるときにはそれを補償し、なお、残余があるときに積立金として整理することが必要とな

る。この処理の内容は図表 9に例示した「利益の処分に関する書類」に記載されることになる。た

だし、国立大学法人において利益が獲得されたとしても、それがすべて法人独自の意思 〈計画〉に

より使途を決定することにはならない。この利益処分の内容を決定するのが「経営努力の認定」の

要件である。

国立大学法人会計基準 (案)では、「経営努力の認定」について次の考え方が示されている。

一経営努力認定の考え方について一

1.利益の処分に関する書類における「国利大学法人法第○○条第○項により文部科学大臣の承

認を受けた額」(承認前にあっては「○○条第○項により文部科学大臣の承認を受けようとす

る額」)は、国立大学法人の当該営業年度における経営努力により生じたとされる額である。

2.上記 1の額の処分先としては、国立大学法人自体の動機付け確保の観点から決定することと

なるが、国立大学法人の公共性等の性質により、その処分内容についてはいかなるものであっ

ても主務大臣の承認さえ得られれば認められるというものではなく、合理的な使途でなければ

ならない。

3.「国立大学法人法第○○条第○項により文部科学大臣の承認を受けた額」が、国立大学法人

の経営努力により生じたものであることについては、国立大学法人が自らその根拠を示すもの

とする。
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図表11 国立大学法人における収支構造と積立金
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出所)文部科学省調査検討会議、財務会計制度委員会第 9回配布資料「『財務会計制度』に関する検討の

方向 (案)」。なお、一部省略。

4.具体的には、以下の考え方によるものとする。

(1)運営費交付金に基づく収益以外の収益から生 じた利益については、経営努力により生じた

ものとする。

9)運営費交付金に基づく収益から生じた利益については、中期計画 (年度計画)の記載内容に

照らして、運営費交付金により行うべき業務を効率的に行ったために費用が減少した場合に

は、その結果発生したものについては、原則として経営努力によるものとする。 (ただし、

運営費交付金により本来来行うべき業務を行わなかったために費用が減少したと認められる

場合には、経営努力によらないものとする。
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文部科学大臣によって上記の要件を満たし経営努力によるものと認定された利益は中期計画で定

められた使途に充てるため「目的積立金」として、それ以外の利益は「積立金」とする。この関係

を図によって示せば図表12のようになる。

図表12 毎事業年度における利益処分

前期繰越の損失補填

経営努力の認定

〈中期計画で定められた使途〉

なお、当該の事業年度において、目的積立金、積立金として処理され額は、利益剰余金の内訳と

して目的積立金と積立金それぞれに加算されることになる。

け)中期目標期間終了時の利益処分

中期目標期間の最終事業年度において発生した利益は全額、積立金とされる。また、最終事業年

度までの中期目標期間にわたって目的積立金および積立金の残高が存在する場合には、それらは全

額、積立金に振り替えられることになる。そして、最終年度においてすべて振り替えられた積立金

は、さらに翌中期目標期間に繰り越される部分と国庫に納付される部分とに区分される。この関係

は図表13のように示される。なお、図表13において未処分利益と示されているのは、前期の事業年

度において繰越欠損金が存在した場合、当期総利益からその前期繰越欠損金を差し引いた金額を意

味している。

以上のように、国立大学法人が獲得した利益は、中期目標期間をひとつの区切りとして精算され

ることを基本とする。最終事業年度において全額、積立金に振り替えられた一定額を翌中期目標期

間へ繰り越し財源とすることも可能とされるが、これには文部科学大臣の承認がハードルとなって
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図表13 中期目標期間終了年度の利益処分

文部科学大臣の承認

いる。それ以外の積立金は国庫に返納されることになる。

ところで、「国立大学法人像」は、制度設計の基本的前提として「学問の府としての特性を踏ま

えた大学の自主性・自律性を尊重するとともに、各大学における運営上の裁量を拡大していくこと

が必要」と述べている。しかし、そうした言及に反して、実質的には、国立大学法人が中期目標期

間においてその経営努力で利益を獲得しても、自らの主体的判断でそれを運用し得る道は限られて

いるといってよい。また、会計処理上も、運営実績の事後評価の観点から中期目標期間を一区切り

にそれを越えた損益計算の継続性は断たれている。自己増殖的な事業の拡大を防止するためともい

えようが、かつて平成11年に文部省 (文部科学省)が「国立大学独立行政法人化の検討の方向」に

おいて、「教育研究の安定的な遂行を配慮し、できるだけ内部留保する方向で検討する」とした方

向性と比較するならば、国立大学法人の「財務上の自主性・ 自律性」という観点からみて利益処分

の方法はかなり後退したものとなっているといえよう脚】。

【注 4】  ちなみに「中央省庁等改革の推進に関する方針」では、独立行政法人に対して、「個別法令において

は、中期目標期間が終了する事業年度における積立金の処理に関して、例えば半分を国庫納付、半分を内部

留保する等、個別の独立行政法人ごとに判断し、規定するものとする。」としている。
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結びに代えて 一大学評価とアカウンタビリティー

「国立大学法人像」によると、これからの国立大学は、国民や社会に対する説明責任 (ア カウン

タビリティ)を重視した、社会に開かれた大学を目指す為に、教育研究、組織運営、人事、財務な

ど大学運営全般にわたって、ルールの明確化、透明性の確保、社会への積極的な情報の提供に努め

なければならない。また、国立大学は、その多くを公財政支出に支えられた極めて公共性の高い機

関として、社会に対する説明責任を果たしていくことが求められる。このため、大学においては、

中期目標、中期計画、年度計画をはじめ、財務内容や管理運営に関する情報、大学への入学や学習

機会に関する情報、卒業生の進路状況に関する情報、大学での研究課題に関する情報、さらには国

立大学評価委員会 (仮称)の評価結果など、当該大学に関する情報を、社会に対して積極的に提供

することが必要だとされている。

従来より国立大学は入試、就職、教育研究、地域・社会貢献等の情報を開示してきたが、法人化

以降は、それを越えて、中期目標、中期計画、年度計画、内部及び外部評価の結果等の大学運営に

関する基本事項のほか、役員報酬、職員給与基準等の事項についても自発的・積極的な情報開示が

求められることになる。また、公表の方法についても、独立行政法人と同様に、官報等での公示、

大学での閲覧公開のほか、インターネットのホームページ等による情報開示を積極的に行うことが

必要とされようは5】。

【注 5】  「中央省庁等改革の推進に関する方針」では、独立行政法人に対して、通則法案において公表すべき
とされている事項のほか、その独立行政法人の「業務の概要」に関する事項その他のできる限り多くの事項

についても併せて積極的に公表するとし、公表の方法については、①公表すべき事項の要旨の官報等による

公告、②公表すべき事項を記載した書面を事務所に据え置き、一定の期間一般の閲覧に供することに加え、

電子媒体でアクセスすることが可能となるような方法等追加的に適切な方法も利用して、積極的に行うこと

としている。

ところで、国立大学法人のアカウンタビリティ (説明責任)は、「社会に開かれた大学」として

ひろく情報を開示するという側面だけでなく、それが法人に対する業務実績の事後評価のしくみと

密接に関連することによって意味を持たせられている。すでに述べたように、国立大学法人は毎事

業年度ごとに財務諸表を作成し、事業報告書及び国の予算区分に従う決算報告書とともに文部科学

大臣に提出し、国立大学評価委員会 (仮称)の評価意見を得た文部科学大臣の承認を得ることが義

務づけられることになろう。この場合、文部科学大臣と国立大学評価委員会 (仮称)は、これらの

報告書の提出を法律上、義務づけ、報告書を基礎に中期目標の達成度について事後評価を行うこと
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になる。 したがって、国立大学法人は経済資源を負託する委託者としての国民に対 して直接、アカ

ウンタビリティを負うだけでなく、他方で、そのアカウンタビリティは法的に規制された情報提示

義務と法人設置者としての国の行う業績評価と結びついている。この関係を示すと図表14のように

なろう。

図表14 評価とアカウンタビリティとの関係

業績評価/′琶翌大学畢継 菖き
｀

卜督理重狙″/

国が行う毎事業年度の業績評価について「国立大学法人像」は次のように述べている。

「各大学は、各事業年度における業務の実績について、主として中期目標達成に向けた事業の進

行状況を確認する観点から、国立大学評価委員会 (仮称)の評価を受けることとするが、この評価

は一定のフォーマットにより収集した情報に基づき実施するなど、各大学にとって過度にならない

ように配慮する。各大学においては、国立大学評価委員会 (仮称)による各事業年度の業務実績の

評価結果を活用して、自主的に業務運営の改善等を図る。」

ここでいう業務運営の改善を図る上での評価基礎としての「一定のフォーマットにより収集した

情報」が何かは明示的でないが、財務情報源として財務諸表、事業報告書、決算報告書がそれに相

当するものと思われる。とくに、「事後チェックを行うための業績評価」に資する情報としても、

また、「業務効率化」を判断する上の評価情報としても財務諸表における財務情報は不可欠となろ

う。プロトタイプ (prototype)である独立行政法人会計基準と同様に、国立大学法人会計基準

(中間報告)が財務報告の目的として「業績の適正な評価に資すること」と述べるところからも国

立大学法人の新らしい会計システムが、評価とアカウンタビリティとの相互関係を重視し評価シス

テムに組み込まれていることは明らかである。計数的な会計情報は、導入された「目標による管理」

の手法にとって、日標数値―実績数値の差異分析に欠かせない財務面での基幹情報だからである。

しかも、国立大学法人の場合、 6年の中期目標期間をひとつの区切り (改革サイクル)と して、

規制対象情報

自発 的情 報 アカウンタビリティ

の履行
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評価結果は、次期以降の中期目標期間における運営費交付金等の資源配分の算定に反映されること

になる。もちろん、「国立大学法人像」も示すように、教育研究に関する事項に係る部分の評価は

大学評価・学位授与機構に委ねられる。国立大学評価委員会 (仮称)は、同機構の教育研究に関す

る評価結果を踏まえて、財務実績を中心とした業務実績の評価と併せた総合的な評価を行うことと

されている。そして、その総合的評価の結果を通じて、各国立大学及びにその構成員の教育研究活

動の改善、次期以降の中期目標・中期計画の見直し、運営費交付金等の資源の重点的配分が図られ

ることになる。

そうした評価システムのしくみにとつて、まず、重要なのはそこで評価項目、評価の基準、評価

方法、評価結果の反映がいかに構築されるのかということである。「国立大学法人像」はこれらの

点について、今後の具体的な検討の必要性を示唆するのみで何も明らかにしていない。ただ、ここ

で指摘しなければならないのは、大学の教育研究活動は財務面での経済効率、費用節減額、教育研

究面での特許件数、論文点数、学位授与数、資格合格数といった計数的・外形的評価尺度をもって

してだけでは、その成果を正当に評価し得ないということである。 そして、さらに重要なのは目

標の設定である。国立大学法人化にあたり導入される「目標による管理」の経営手法の根幹は組織

目標が分権化された組織構成員にとっていかにモチベーションを与えるかにある。組織構成員はこ

の組織目標に整合した自己目標を自律的に設定し、日標と実行との比較考慮を行いながら自律的に

自己統制していく。上からのノルマ化された目標やトップダウンに下された組織の目標は構成員の

モチベーションを減退させ、場合によってはモラルハザードをも引き起こし、組織の目標達成努力

に効果的に結びつかないからである。国立大学法人の場合、そうした組織の目標設定は中期目標・

中期計画でなされることになる。それらの策定は国立大学法人の自律性を出来るだけ尊重し、国の

介入は最小限に留めなければならないだろう。

「国立大学法人像」は、制度設計における経営面での国立大学の自主性
。自律性の拡大を謳って

いる。しかし、本稿で考察してきたように「新しい評価・会計システム」において、国立大学法人

に目標設定、予算、財源、利益の使途、会計制度の各面において主体性・自律性が確保されている

とは必ずしも言い難い。国立大学法人が真にアカウンタビリティ (accountability)を 発揮するた

めには、説明主体 (accOuntOr)・ 評価対象としての法人、説明対象 (accountee)・ 資源の負託

主体としての国民、そして説明対象・設置者・評価主体としての国・文部科学省・国立大学評価委

員会 (仮称)と の三者の関係を「評価とアカウンタビリティとの関係」からもう一度、問い直すこ

とが必要ではなかろうか。

(2002年 8月 19日脱稿)
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